
証券コード　3892

2021年８月６日

株 主 各 位

岡山市南区浜野１丁目４番34号

株式会社 岡 山 製 紙
　
代表取締役社長 津川　孝太郎

１．日 時 2021年８月27日(金曜日)午前10時（受付開始 午前９時）
２．場 所 岡山市北区下石井２丁目６番１号

アークホテル岡山　３階　牡丹の間
３．目 的 事 項

報 告 事 項 　第180期(2020年６月１日から2021年５月31日まで)

　事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４． 議決権の行使についてのご案内
(1)書面による議決権行使の場合

 同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2021年
　 ８月26日(木曜日)午後５時15分までに到着するようご返送ください。
(2)インターネットによる議決権行使の場合

 インターネットにより議決権を行使される場合には、後記（３頁～４
　 頁）の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、
　 2021年８月26日(木曜日)午後５時15分までに行使してください。

以　上

第180回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第180回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの
で、ご通知申しあげます。
　なお、当日のご出席に代えて書面(郵送)またはインターネットにより議決権を
行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討い
ただきまして、2021年８月26日(木曜日)午後５時15分までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

（注）１. 本株主総会にご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご
提出くださいますよう、お願い申しあげます。

２. 株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合、並びに新
型コロナウイルスの感染状況によっては、上記内容を変更する場合がございますの
で、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.okayamaseishi.co.jp）に掲
載させていただきます内容のご確認をお願いいたします。
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本総会における新型コロナウイルスの感染防止対応に関するお知らせ

　新型コロナウイルスの感染防止のため、株主様の安全を第一に考え、本総会の

開催にあたりましては以下の対応とさせていただきますので、ご案内申しあげま

す。

　株主の皆様におかれましては、ご理解ご協力を賜りますようお願い申しあげま

す。

〈当社の対応〉

　・株主総会に出席する取締役等、及び運営スタッフは、状況によりマスクを着

用し対応をさせていただく場合がございます。

　・ご入場いただく前に受付において検温を実施し、発熱が確認された方や体調

不良と思われる方には、ご入場をお断りする場合がございます。

　・会場の受付付近にアルコール消毒液を設置いたします。

　・感染予防のため会場内の座席は間隔を広げ、座席数を減らし運営を行いま

す。

〈株主様へのお願い〉

　・感染リスクを避けるため、株主様の健康と安全面を最優先にご検討いただ

き、本年は可能な限り書面またはインターネットでの事前の議決権行使をい

ただき、ご来場を見合わせていただくことを推奨申しあげます。

　・特に感染による影響が大きいとされるご高齢や基礎疾患のある株主様、妊娠

中の株主様は、ご来場をお控えいただくことを強く推奨申しあげます。

　・株主総会へのご出席を検討されている株主様におかれましては、当日までの

健康状態にもご留意いただき、くれぐれもご無理なされませんようお願い申

しあげます。

〈ご来場される株主様へのお願い〉

　・ご来場の株主様におかれましては、マスクの着用と受付付近に設置のアルコ

ール消毒液をご使用いただき、感染予防の配慮にご協力をお願い申しあげま

す。

　・ご来場の株主様で体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声がけ

させていただくことがございますので、あらかじめご了承ください。

　・当日体調の優れない株主様、ご不安のある株主様はご来場をお控えいただき

ますようお願い申しあげます。

　なお、今後の状況変化によっては、上記内容を変更する場合がございますの

で、適宜当社ウェブサイト（http://www.okayamaseishi.co.jp）にてご確認をお

願いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了

承いただきますようお願い申しあげます。

１. 議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウ

ェブサイトをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net

２. 議決権行使の方法について

（1）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載さ

れた「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の

案内に従って賛否をご入力ください。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、上

記アドレスに再度アクセスいただき、議決権行使書用紙に記載の「議決

権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

（2）スマートフォンをご利用の方

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使

ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議

決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議

決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再

度QRコードを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コー

ド」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

(QRコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。)

３. 議決権行使のお取扱いについて

（1）議決権の行使期限は、2021年８月26日(木曜日)午後５時15分までとなっ

ておりますので、お早めの行使をお願いいたします。

（2）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、イ

ンターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

また、インターネットによって複数回数、議決権を行使された場合は、

最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。
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（3）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業

者の料金(接続料金等)は、株主様のご負担となります。

（4）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によって

は、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（1）パスワードは、議決権を行使される方が株主様ご本人であることを確認

するための重要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いくださ

い。

（2）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワー

ドの再発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（3）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り

有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（1）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合

は以下にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

[電話] 0120(652)031 (受付時間　9:00～21:00)

（2）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア.証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引されている証券会社

にお問い合わせください。

イ.証券会社に口座のない株主様(特別口座の株主様)

三井住友信託銀行　証券代行部

[電話]0120(782)031(受付時間　9:00～17:00　土日休日を除く。)
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( 2020年６月１日から
2021年５月31日まで )

事 業 区 分

第179期

(2020年５月期)

第180期

(2021年５月期)
前期比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

板 紙 事 業 8,846,565千円 88.2％ 8,229,445千円 87.5％ △617,120千円 △7.0％

美粧段ボール事業 1,185,811 11.8 1,172,138 12.5 △13,673 △1.2

合　　計 10,032,377 100.0 9,401,584 100.0 △630,793 △6.3

(添付書類)

事　 業　 報　 告

１.会社の現況に関する事項
(１)事業の経過及び成果

　当期における板紙業界におきましては、新型コロナウイルスの感染
拡大の影響で国内の産業活動全般が停滞し、それに伴って段ボール原
紙を中心とした板紙の需要が大きく落ち込みました。一方、板紙の原
料である古紙は中国向け輸出の減少で国内の流通量は安定していまし
たが、経済活動の停滞による古紙発生の減少や東南アジアへの輸出増
加により需給が引き締まりつつあります。
　こうした経営環境のなか、当社の主要製品である段ボール原紙（中
芯原紙）の国内販売量は大きく減少したことから、一定の生産効率を
維持するため輸出の数量を増やし、売上、利益の確保に努めました。
また、主な燃料であるＬＮＧは安定した価格で調達することができま
した。
　その結果、板紙事業におきましては、販売数量は微減に止めること
ができたものの、輸出原紙の数量を増やしたことにより、売上高は
8,229百万円(前期比7.0％減)、セグメント利益は849百万円(前期比
39.1％減)となりました。
　美粧段ボール事業におきましては、一部の通信販売向け製品が堅調
であったものの、主力の通信機器関連品が低調で、売上高は1,172百万
円(前期比1.2％減)、セグメント損失は24百万円(前期はセグメント損
失43百万円)となりました。また、同事業におきましては、段ボールシ
ートへの直接印刷が可能な、日本初導入の６色インクジェットプリン
ター・Glory1606を導入し、拡販を開始しております。
　以上の結果、当期の売上高は9,401百万円(前期比6.3％減)、営業利
益は824百万円(前期比39.0％減)、経常利益は890百万円(前期比36.8％
減)、当期純利益は616百万円(前期比36.6％減)となりました。
　なお、事業別の売上高は、次のとおりであります。

(２)設備投資の状況
　当期中の設備投資の総額は965百万円であり、その主なものは美粧段
ボール事業におけるインクジェットデジタルプリンター及びそれを設
置するための新工場建屋であります。

(３)資金調達の状況

　当期は新たな資金調達は行っておりません。
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(４)対処すべき課題
　主に包装用資材を製造・販売する当社の営業活動は国内外の景気動
向に大きく影響を受けるところ、新型コロナウイルス感染症の収束時
期は不透明であるものの、国内外の経済活動への影響は緩やかに回復
していくと思われますが、原材料、燃料の調達に関しては不安要因も
多く、厳しい経営環境になることが予測されます。このような状況の
もと、当社といたしましては生産面では従来にも増して需要に見合っ
た生産体制の構築と更なるコスト低減、営業面では適正価格の維持と
新規取引先の開拓に努め、環境の変化に対応した経営を目指し、以下
の項目を重点課題として全社一丸となって目標の達成に向けて一層の
努力を重ねてまいります。

営業提案力の強化
　販売価格の維持とともに生販一体化体制による顧客サービスの強
化などの非価格競争力の強化などにより販売量の安定確保に努める
とともに採算重視の営業活動に徹し、更には提案力の強化による新
規取引先の開拓を推進して質量面での充実を図り、強固な営業基盤
の確立を図るよう役職員一丸となって販売活動を強力に推進してま
いります。

省エネ・生産効率向上と製品開発力の向上
　コスト競争力は企業存続の条件との認識にたち、原燃料等の価格
変動に対処するため、省エネや省力化、生産効率向上に寄与する投
資を積極的に推進し、更なるコスト低減策に取り組むとともに、併
せてユーザーニーズに合った製品開発力を強化してまいります。

原材料の安定調達と資材調達コストの低減
　当社にとって原材料の安定調達は企業活動を続けていく上で、最
重要課題であると同時に、資材調達コストが即収益に大きな影響を
及ぼすことを十分認識し、市況動向等を注視し原材料の計画的かつ
安定的な調達に努め資材コスト低減を図ってまいります。

企業の社会的責任を果たすための取組
　当社が地域社会と共生し、長期にわたって持続可能な成長を続け
るためには環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス
（Governance）に配慮した事業運営を行うことが不可欠であるとの
認識のもと、今後もよき企業市民として社会的責任を果たし、企業
価値向上に向けた活動を続けてまいります。

　株主の皆様におかれましては、一層のご理解とご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。
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区　　分
2017年度
第177期

2018年度
第178期

2019年度
第179期

2020年度
第180期

売上高(千円) 9,070,405 10,030,609 10,032,377 9,401,584

経常利益(千円) 78,792 804,728 1,408,984 890,596

当期純利益(千円) 43,961 533,191 972,565 616,820

１株当たり当期純利益 8円92銭 107円86銭 196円06銭 123円97銭

総資産(千円) 12,101,029 12,776,375 13,587,695 13,488,370

純資産(千円) 7,999,174 8,309,216 9,245,876 9,727,183

(５)財産及び損益の状況

(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年

２月16日）等を2018年度第178期の期首から適用しており、2017年度第177期の

総資産の金額については、当該会計基準等を遡って適用した後の金額となって

おります。

(６)重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

(７)主要な事業内容

　当社は、主として次の事業を行っております。

　中芯原紙、紙管原紙、平板の製造・販売

　美粧段ボールの製造・販売

(８)主要な営業所及び工場

　本社営業所・工場　　　岡山市南区浜野１丁目４番34号

　大阪加工営業所　　　　大阪市淀川区野中南２丁目10番11号

従業員数(前期末比増減) 平 均 年 令 平 均 勤 続 年 数

190名 (２名) 41.5歳 16.9年

(９)従業員の状況

(10)主要な借入先

　当社の主な取引銀行は、株式会社中国銀行、三井住友信託銀行株式

会社及び農林中央金庫でありますが、借入金はありません。
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(１)発行可能株式総数 22,000,000株

(２)発行済株式の総数 5,500,000株

(うち自己株式) (519,596株)

(３)株主数 3,610名

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

王 子 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 2,268千株 45.55％

M S I P  C L I E N T  S E C U R I T I E S 326 6.54

B N Y  G C M  C L I E N T  A C C O U N T

J P R D  A C  I S G  ( F E - A C )
161 3.23

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 153 3.07

B N Y M  A S  A G T / C L T S  N O N  T R E A T Y

JASDEC
125 2.50

株 式 会 社 中 国 銀 行 103 2.07

細 羽 　 強 73 1.48

岡 﨑 達 也 53 1.07

岡 﨑 直 也 52 1.06

渡 辺 智 子 40 0.80

区　分 株　式　数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び社

外取締役を除く。）
12,700株 ４名

２. 会社の株式に関する事項(2021年５月31日現在)

(４)大株主(上位10名)

(注)１. 当社は、自己株式を519,596株保有しておりますが、上記大株主からは除外

しております。

２. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(５)当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の
　　状況
　　当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況
代表取締役社長 津　川　　孝太郎
常務取締役 西　原　　　　修 加工本部長

取締役 宮　田　　正　樹 製紙本部長

取締役 髙　野　　佳　典 管理本部長

取締役(常勤監査等委員) 片　岡　　　　誠

取締役(選定監査等委員) 田　井　　廣　志

取締役(監査等委員） 岡　﨑　　　　彬 岡山ガス株式会社代表取締役会長

取締役(監査等委員） 松　浦　　孝　夫

４. 会社役員に関する事項
(１)取締役の氏名等(2021年５月31日現在)

(注)１. 取締役（監査等委員）田井　廣志、同　岡﨑　彬 及び 同　松浦　孝夫の３
氏は、社外取締役であります。

２. 取締役（監査等委員）田井　廣志 及び 同　松浦　孝夫の両氏を東京証券取
引所の定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３. 取締役（監査等委員）片岡　誠氏は、他社において経理・財務担当としての
経験を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであ
ります。

４. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて、監査の実
効性を高め、監査・監督機能を強化するために片岡　誠氏を常勤の監査等委
員として選定しております。

５. 取締役（監査等委員）片岡　誠、同　田井　廣志、同　岡﨑　彬 及び 同　
松浦　孝夫の４氏と当社とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務
を怠ったことによって生じた当社に対する損害賠償責任を法令に定める最低
責任限度額とする旨の責任限定契約を締結しております。

(２)取締役の報酬等

①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等

イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下①内におい

て同じ。）の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等を、2021年２

月15日開催の取締役会において決議しました。

ロ．決定方針の内容の概要

1.基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセン

ティブとして十分に機能するよう株主利益を意識した報酬体系と

し、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な

水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締役の報酬は、

固定報酬としての基本報酬、賞与及び株式報酬により構成し、支払

うこととする。
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2.基本報酬、賞与の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等

を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

基本報酬は、月例の固定報酬とし、その個人別の報酬額は、取締

役の役位、職責及び在任年数、当社の業績並びに従業員給与の水準

を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。

また、賞与は、原則として毎年６月、12月の支払いとし、その個

人別の報酬額は、取締役の役位、職責及び在任年数、当社の業績並

びに従業員給与の水準を考慮しながら総合的に勘案して決定するも

のとする。

3.非金銭報酬等の内容及び額または数の算定方法の決定に関する方針

（報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針を含む。）

非金銭報酬等は、原則として毎年10月に交付する譲渡制限付株式

とし、その個人別の内容は、取締役の役位、職責及び在任年数並び

に当社の業績を考慮しながら、総合的に勘案して決定した方針に基

づく内部規定によるものとする。

4.基本報酬の額、賞与の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別

の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

取締役の個人別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模

や関連する業種・業態に属する企業の水準等を参考にして決定する

ものとする。

5.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の方法に関する事項

個人別の基本報酬額及び賞与額については、株主総会により決議

された報酬総額の範囲内で、監査等委員会で検討された原案を取締

役会にて決議し決定するものとする。

なお、株式報酬については、株主総会により決議された報酬総額

の範囲内で、取締役会において、内部規定によって算出された取締

役個人別の割当株式数を決議する。

6.取締役の個人別の報酬等の内容が方針に沿うものであると取締役会

が判断した理由

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、従来から運

用している一定の方法に基づいて決定されたものでありますが、前

記①イ．記載の2021年２月15日開催の取締役会においては、当該一

定の方法を前提に「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

等」を決議していること、また、その際には、既に決定された当事

業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定方法との整合性

を確認していることから、取締役会は決定方針に沿うものであると

判断しております。
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区　　分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる

役員の員数(人)基本報酬 非金銭報酬等

取締役(監査等委員で

ある取締役を除く。)
80,006 68,053 11,952 ６

取締役(監査等委員）

(うち社外取締役)

28,859

(13,850)

28,859

(13,850)

－

(－)

４

(３)

合　　計 108,865 96,913 11,952 10

　　②当事業年度に係る報酬等の総額

(注)１. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬額には、使用人兼務取締

役の使用人分給与及び賞与等は含まれておりません。

２. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2018年８月28

日開催の第177回定時株主総会において年額200百万円以内(使用人分給与及

び賞与等は含まず。)と決議いただいております。当該定時株主総会終結時

点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は４名であります。

３. 監査等委員である取締役の報酬限度額は、2018年８月28日開催の第177回定

時株主総会において年額60百万円以内と決議いただいております。当該定時

株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名であります。

４. 2018年８月28日開催の第177回定時株主総会において当該報酬限度額の範囲

内で、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し

て、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を、

取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）につき、年額50

百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役

（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は４名でありま

す。

５．株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値

向上への貢献意欲を従来以上に高めるため、取締役（監査等委員である取締

役及び社外取締役を除く。）に対して非金銭報酬として譲渡制限付株式を交

付しております。その交付状況は「２．(５)当事業年度中に職務執行の対価

として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載のとおりであります。
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(３)社外役員に関する事項

①取締役（選定監査等委員）　田井　廣志

イ. 他の法人等の業務執行者としての兼職の状況

　該当事項はありません。

ロ. 他の法人等の社外役員としての兼職の状況

　該当事項はありません。

ハ. 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

ニ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会17回のうち11回に出席し、また、

監査等委員会15回のうち10回に出席しました。

ホ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に製紙業界における豊富な経験と幅広い専門知識を活かし

た発言を行っております。業務執行を行う経営陣から独立した

客観的な立場から意思決定における妥当性・適正性を確保する

ための助言・提言をいただいております。

②取締役（監査等委員）　岡﨑　彬

イ. 他の法人等の業務執行者としての兼職の状況

　岡山ガス株式会社　代表取締役会長

ロ. 他の法人等の社外役員としての兼職の状況

　該当事項はありません。

ハ. 重要な兼職先と当社との関係

　当社と特定関係事業者の関係にある岡山ガス株式会社と当社

との間には、当社が使用する主燃料の産業用ガス購入取引があ

ります。

ニ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、また、監査等

委員会15回全てに出席しました。

ホ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に経営者としての高い見識と豊富な経験に基づいた発言を

行っております。業務執行を行う経営陣から独立した客観的な

立場から意思決定における妥当性・適正性を確保するための助

言・提言をいただいております。
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③取締役（監査等委員）　松浦　孝夫

イ. 他の法人等の業務執行者としての兼職の状況

　該当事項はありません。

ロ. 他の法人等の社外役員としての兼職の状況

　該当事項はありません。

ハ. 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。

ニ. 当事業年度における取締役会及び監査等委員会への出席状況

　当事業年度開催の取締役会17回全てに出席し、また、監査等

委員会15回全てに出席しました。

ホ. 取締役会及び監査等委員会における発言状況並びに期待される

役割に関して行った職務の概要

　主に化学メーカーの技術者としての豊富な業務管理経験に基

づいた発言を行っております。業務執行を行う経営陣から独立

した客観的な立場から意思決定における妥当性・適正性を確保

するための助言・提言をいただいております。
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報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19,800千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他

の財産上の利益の合計額
19,800

５. 会計監査人の状況
(１)名称　　ＰｗＣ京都監査法人

(２)報酬等の額

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商

品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分

できませんので、当事業年度に係る報酬等の額はこれらの合計額を記載して

おります。

２．監査等委員会が会計監査人の報酬等の額について同意をした理由

監査等委員会は、取締役(監査等委員である取締役を除く。）、社内関係部

門及び会計監査人より必要な資料を入手、報告を受けた上で会計監査人の監

査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について

確認し、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計監

査人の報酬等について同意しております。

(３)非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(４)会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合には、監査等委員会は会計監査人を解任します。

　また会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認めら

れる場合、監査の適正性をより高めるために会計監査人の変更が妥当

であると判断される場合には、監査等委員会は会計監査人の解任また

は不再任に関する議案の内容を決定します。
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６. 会社の体制及び方針
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

　当社は、内部統制システムを整備し運用することを経営上の重要な課題
としております。そのため、内部統制システムについて、内部環境の変化
に応じ不断の見直しを行い、法令の遵守、業務執行の適正性・効率性の確
保等に向けた改善・充実を図っております。なお、当社は、取締役会にお
いて「内部統制基本方針」につき、以下のとおり決議しております。

1.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

　役職員が職務を執行するにあたり、自律的行動規範を定めた企業倫理
行動指針をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を、法令・定
款及び社会規範を遵守した行動をとるための行動規範とする。また、そ
の徹底を図るため、総務経理部及びコンプライアンス委員会においてコ
ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に
役職員研修等を行う。
　内部監査室は、適宜コンプライアンスの状況を監査する。これらの活
動は定期的に取締役会及び監査等委員会に報告する。法令上疑義のある
行為、不正・違反行為等については直接情報提供を行う手段として、内
部通報制度に基づくヘルプラインを設置・運営する。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　職務の執行に係る重要文書は、十分な注意をもって保存・保管に努め
ることとし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。保存対象文書、
保存期間、取扱要領等については文書取扱規程に基づき管理する。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス・財務報告・品質・情報システム・事務処理・環境
等の事業活動の遂行に関連するリスクについては、それぞれの担当部署
において、規則・ガイドラインの制定、マニュアルの作成、研修の実施
等を行い、リスクの予知、予防、管理に努める。リスクが発生した場合
には、リスク管理規程、緊急事態対策規程等の規定に基づき、社長が指
揮する対策本部を設置し、リスクへの対処・最小化に努める。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営の効率化、業務活動の円滑化、責任体制の確立等を図るため、役
職員が共有する職務権限、業務分掌等を定めた職務権限規程、業務分掌
規程等に基づき職務を執行する体制を確立する。また、取締役会による
中期経営計画の策定、同計画に基づく事業部門単位の業績目標と予算の
設定とＩＴを活用した月次業績管理の実施、取締役会による月次業績の
レビューと改善策の検討・実施等によって取締役の職務の執行の効率化
を図る。
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5.監査等委員の職務を補助すべき使用人(以下「補助使用人」という。）に

関する事項

　監査等委員は、内部監査室所属員に監査業務に必要な事項を指示・命
令することができるものとし、監査等委員より監査業務に必要な指示・
命令を受けた同所属員はその指示・命令に関して取締役、内部監査室長
等の指揮命令を受けないものとする。また、監査等委員から監査を十分
に行うために補助使用人を必要とする旨の申し出があった場合には、取
締役会は、補助使用人の人数及び地位等の事項について審議の上、その
結果を監査等委員に報告するものとする。

6.補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性

に関する事項

　監査等委員会の職務を補助する補助使用人は、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）の指揮命令に服さないものとし、補助使用人の人
事考課については監査等委員会が行うこととする。また、人事異動、報
酬等については監査等委員会の同意を得て、それらの事項を決定するこ
ととする。監査等委員会は、内部監査室に対し、監査等委員会の監査・
監督活動の補助を指示する権限を有し、内部監査室は、実施した結果に
ついて監査等委員会に定期的に報告する。

7.取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会

に報告をするための体制

　経営に関する事項、その他重要事項については、監査等委員会に報告
する体制を確立する。また、必要に応じ役職員が監査等委員会に直接報
告・説明することができるものとし、当該役職員が報告をしたことを理
由として不利な取り扱いを受けないものとする。

8.監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針
　監査等委員の請求等に従い、円滑に行うものとする。

9.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制
　監査等委員会が必要と認める場合には、独自に専門の弁護士、公認会
計士を起用し、監査業務に関する助言を受けることができるものとす
る。

10.反社会的勢力の排除に向けた体制

(1) 基本方針

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対して
は、毅然たる態度で臨み、関係の完全な遮断、排除を行うとともに、付
け入る隙を与えない企業活動を実践する。トラブルが発生した場合には
企業をあげて対応する。
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(2) 基本方針に基づく対応

　事業遂行にあたっては企業トップから従業員一人一人に至るまで遵法
の意識を持つと同時に社会的良識を備えた善良な市民としての行動規範
を確立し遵守することにより、企業活動のあらゆるレベルにおいて反社
会的勢力や団体との結びつきを阻止し、健全な企業風土を醸成する。
　①反社会的勢力及び団体との関係遮断に全社的に対応するために、総

務経理部を担当部署とし、窓口は総務経理部（法務担当）とする。
　②反社会的勢力担当部署は、反社会的勢力に関する情報を一元的に管

理・蓄積し、反社会的勢力との関係遮断のための取り組みを実施す
るとともに、社内体制の整備、研修活動の実施、警察、暴力追放運
動推進センター等の外部関係機関との連携を図る。

　③反社会的勢力が取引先や株主となって、不当要求を行う場合の被害
を防止するため、可能な範囲で自社内の取引状況を確認する。ま
た、契約書や取引約款に暴力団排除条項を導入する。

　④反社会的勢力による不当要求がなされた場合には該当情報を速やか
に所属長に報告するとともに、担当部署に報告・相談し、更に担当
部署より取締役会に報告する。

11.財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する基本方針

　財務報告に係る内部統制は、その目的とする「業務の有効性及び効率
性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守及び資産の保
全」の要件を確保するために、業務全体を通じて組織内すべての者が目
的とする事項を踏まえ業務を遂行することをもって財務報告の適正性を
確保することが求められている。
　このため、組織内すべての者は、組織の目的及び内部統制の目的を達
成するため、適時かつ適切に内部統制の整備・運用状況を見直しの上、
その有効性に関し適正なる評価を継続して行い、所期の目的を達成する
ことを基本方針とする。
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【当社の内部統制基本方針の運用状況】

1.取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

①企業倫理行動指針をはじめとするコンプライアンスに係る規程を遵守
するため、社長を委員長として定期的に研修を実施し、コンプライア
ンス意識の徹底を図っている。

②内部通報制度の見直しを行い、社外通報窓口の更新及び通報者に対す
る不利益防止の体制を整備し運営をしている。

2.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役会議事録は、取締役会開催ごとに作成され、取締役会事務局に
より永久保存されている。また、社長決裁稟議については、担当部門に
より10年間保存されている。

3.損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　事業活動の遂行に関する重大リスクについては、リスク管理規程、緊
急事態対策規程等の規程に基づき、対策本部を設置し、リスクへの対
処・最小化に努める。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①職務権限規程及び業務分掌規程等に基づき、職務執行する体制を確
立し、経営の効率化を図っている。

②中期経営計画等を査定し、月次業績のレビューと改善策の検討等を
行い、効率化を図っている。

5.監査等委員の職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という。）
に関する事項
　監査等委員が内部監査室所属員に指示・命令を行い、同所属員はその
指示・命令に従って監査等委員の職務の補助を行っている。

6.補助使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性
に関する事項
　専任の内部監査室所属員が所属する内部監査室は取締役（監査等委員
である取締役を除く。)の指揮命令に服さないよう、分離されている。

7.取締役（監査等委員である取締役を除く。)及び使用人が監査等委員会
に報告をするための体制
　役職員が報告したことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止
している。

8.監査等委員の職務の執行について生ずる費用等の処理に関する方針
　監査の実効性を確保するために、監査等委員の職務の執行上必要と見
込まれる費用について予算を計上している。

9.その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体
制
　監査等委員が重要な会議等に出席することができる体制を整え、その
適正性を高めるとともに、内部監査室が行う内部監査結果を定期的に監
査等委員会に適宜報告するなど、体制の確保に努めている。
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10.反社会的勢力の排除に向けた体制
①反社会的勢力による被害を防止するため、基本的な理念や具体的な

対策について、暴力追放運動推進センターの講習を受講している。
②反社会的勢力とは、取引関係を含めて一切の関係を持たないため

に、当社は契約書締結時に反社会的勢力排除条項を記載するよう徹
底をしている。

11.財務報告に係る内部統制の整備・運用に関する基本方針
　財務報告の信頼性の確保を実現するために、内部統制の有効かつ効
果的な整備・運用を行い、評価基準に基づき財務プロセスの検証を行
っている。

７. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対し安定配当を継続する方針のもと、将来の企業
体質の強化を図るため、内部留保の充実を考慮しつつ、業績等を総合的に
勘案し株主の皆様に対する利益還元を実施していく方針であります。
　本方針のもと、2021年５月期の期末配当金につきましては、当期の業績
を勘案し、前期の期末配当金と同額となる１株当たり８円とする配当案に
決定いたしました。これにより既に実施しております１株当たり８円の中
間配当金と合わせ、2021年５月期の年間配当金は１株当たり16円となりま
す。

(注)本事業報告に記載の金額及び株式数は表示単位未満を切り捨て、比率等は表示桁未満を四捨

五入して表示しております。なお、当社への持株比率は表示桁未満を切り捨てて表示してお

ります。
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(2021年５月31日現在)

(単位　千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

[ 資 産 の 部 ]

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

商 標 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他
　

8,642,525

4,367,399

809,888

747,277

1,925,570

332,312

23,598

373,517

27,702

37,256

△2,000

4,845,844

2,386,834

669,927

134,210

1,207,274

0

25,920

267,690

29,981

51,830

8,560

7,198

1,269

93

2,450,449

2,400,356

9,793

38,355

1,945
　

[ 負 債 の 部 ]

流 動 負 債 2,924,065

支 払 手 形 1,596,310

買 掛 金 352,564

リ ー ス 債 務 14,587

未 払 金 448,512

未 払 費 用 368,840

未 払 法 人 税 等 51,848

預 り 金 6,900

設備関係支払手形 84,502

固 定 負 債 837,120

リ ー ス 債 務 18,273

長 期 未 払 金 29,140

繰 延 税 金 負 債 333,133

退 職 給 付 引 当 金 455,660

資 産 除 去 債 務 911

負 債 合 計 3,761,186

[ 純 資 産 の 部 ]

株 主 資 本 8,286,449

資 本 金 821,070

資 本 剰 余 金 757,657

資 本 準 備 金 734,950

その他資本剰余金 22,707

利 益 剰 余 金 6,903,720

利 益 準 備 金 50,000

その他利益剰余金 6,853,720

配当準備積立金 58,000

別 途 積 立 金 1,091,419

繰越利益剰余金 5,704,301

自 己 株 式 △195,999

評価・換算差額等 1,440,734

その他有価証券評価差額金 1,440,734

純 資 産 合 計 9,727,183

資 産 合 計 13,488,370 負 債 ・ 純 資 産 合 計 13,488,370

貸　借　対　照　表

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2020年６月１日から
2021年５月31日まで)

(単位　千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,401,584

売 上 原 価 7,067,025

売 上 総 利 益 2,334,558

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,509,958

営 業 利 益 824,600

営 業 外 収 益

受 取 利 息 配 当 金 51,275

そ の 他 18,201 69,476

営 業 外 費 用

売 上 割 引 3,188

そ の 他 291 3,480

経 常 利 益 890,596

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,756 6,756

税 引 前 当 期 純 利 益 897,352

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 215,374

法 人 税 等 調 整 額 65,157 280,531

当 期 純 利 益 616,820

損　益　計　算　書

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2020年６月１日から
2021年５月31日まで)

（単位　千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本
剰　余　金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計配当準備

積 立 金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

2020年６月１日残高 821,070 734,950 16,080 751,030 50,000 58,000 1,091,419 5,167,065 6,366,485

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △79,585 △79,585

当 期 純 利 益 616,820 616,820

自己株式の取得

自己株式の処分 6,626 6,626

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度 中 の
変 動 額 合 計

－ － 6,626 6,626 － － － 537,235 537,235

2021年５月31日残高 821,070 734,950 22,707 757,657 50,000 58,000 1,091,419 5,704,301 6,903,720

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

2020年６月１日残高 △200,770 7,737,815 1,508,061 9,245,876

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △79,585 △79,585

当 期 純 利 益 616,820 616,820

自己株式の取得 △18 △18 △18

自己株式の処分 4,790 11,417 11,417

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△67,326 △67,326

事業 年度中の
変 動 額 合 計

4,771 548,634 △67,326 481,307

2021年５月31日残高 △195,999 8,286,449 1,440,734 9,727,183

株主資本等変動計算書

(注)記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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注　　記　　事　　項

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)資産の評価基準及び評価方法

１)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

イ. 時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）

ロ. 時価のないもの 移動平均法による原価法

２)棚卸資産の評価基準及び評価方法

①原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

②商品及び製品、仕掛品

板紙関連品 移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）

美粧段ボール関連品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）

(２)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定額法によっております。

(リース資産を除く) なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　12～38年

機械及び装置　５～15年

②無形固定資産 定額法によっております。

なお､自社利用のソフトウェアについては､社内における利

用可能期間(５年)に基づいております。

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

については、リース期間を耐用年数とし、残存簿価を零と

する定額法によっております。

(３)引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職

給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しており

ます。

(４)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
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２. 表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当

事業年度から適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

３. 会計上の見積りに関する注記

(１)固定資産の減損損失の認識の要否

①当事業年度の計算書類に計上した金額

美粧段ボール事業の固定資産の帳簿価額　715,505千円

当社は事業セグメントの美粧段ボール事業として、電化製品、青果物、飲料、食品

等の包装箱や贈答箱の製造販売を行っております。美粧段ボール事業は、営業活動か

ら生じる損益が継続してマイナスとなり、減損の兆候が認められたことから、減損損

失を認識するかどうかの判定を行っております。減損損失の認識の判定において、経

営計画等に基づく割引前将来キャッシュ・フローの総額が当該資産グループの帳簿価

額を上回っていることから、当該資産グループの減損損失の認識は不要と判断してお

ります。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社は資産のグルーピングとして、事業用資産については継続的に収支の把握を行

っている管理会計上の区分に基づき、また遊休資産については個別物件単位で行って

おります。

固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資

産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場

合には、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）

まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で決議された中期経営計画に基づき見

積もった将来キャッシュ・フロー及び外部専門家から入手した不動産鑑定評価結果等

に基づく正味売却価額によっております。中期経営計画は当事業年度の業績を踏まえ

た上で、主要な仮定として当事業年度末以降における売上高成長率を含んでおりま

す。

当該将来キャッシュ・フローの見積りは、不確実性を伴い、予測不能な経済環境等

の変化により、資産又は資産グループの評価の前提条件に不利な影響が発生した場合

は、減損損失が発生する可能性があります。

(２)販売促進費

①当事業年度の計算書類に計上した金額

未払費用　184,046千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、販売促進のために取引から一定の期間後に確定する販売促進費に係る未確

定部分を見積額として売上高から控除しております。この見積額は、確定した販売数

量に対する販売促進費の水準といった主要な仮定を含んでおります。販売促進費の水

準は商習慣に基づいた期間に確定した実績を基礎として、その他の既知の要素に基づ

いて見積っております。

　見積額と翌期における実際販売促進費の額に乖離が生じた場合には、翌期の損益に

影響を与える可能性があります。

４. 貸借対照表等に関する注記

(１)有形固定資産の減価償却累計額　　　　     11,672,525千円

(２)取締役に対する金銭債務

　　長期金銭債務（長期未払金）　　　　　　　     29,140千円
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株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首

の 株 式 数

当 事 業 年 度 増 加

株 式 数

当 事 業 年 度 減 少

株 式 数

当 事 業 年 度 末

の 株 式 数

普 通 株 式 5,500,000株 －株 －株 5,500,000株

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度 期 首

の 株 式 数

当 事 業 年 度 増 加

株 式 数

当 事 業 年 度 減 少

株 式 数

当 事 業 年 度 末

の 株 式 数

普 通 株 式 532,276株 20株 12,700株 519,596株

決 議 株式の種類
配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

20 2 0年８月27日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 39,741千円 8円 2 0 2 0年５月31日 20 2 0年８月28日

2 0 2 1年１月８日

取 締 役 会
普 通 株 式 39,843千円 8円 202 0年11月30日 2 0 2 1年２月１日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の

総 額

１株当たり

配 当 額
基 準 日 効 力 発 生 日

2021年８月27日

定 時 株 主 総 会
普 通 株 式 利益剰余金 39,843千円 8円 2021年５月31日2021年８月30日

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

(１)発行済株式の種類及び総数に関する事項

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は、取締役

会の決議に基づく譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものでありま

す。

(３)剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

６. 金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取り組み方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については

銀行借入金による方針であります。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。また投資有価証券である株式は、主に業務上の関係を有する企業の株式

であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、すべてが１年以内の支払期日であります。

③金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権については、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を

行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握する体制としております。

　また投資有価証券である株式については、定期的に時価を把握し取締役会に報告し

ております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。
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貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 4,367,399千円 4,367,399千円 －千円

②受取手形 809,888 809,888 －

③電子記録債権 747,277 747,277 －

④売掛金 1,925,570 1,925,570 －

⑤投資有価証券 2,399,096 2,399,096 －

資産計 10,249,233 10,249,233 －

①支払手形 1,596,310 1,596,310 －

②買掛金 352,564 352,564 －

負債計 1,948,874 1,948,874 －

貸借対照表計上額

非上場株式 1,260千円

(２)金融商品の時価等に関する事項

　2021年５月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に

は含まれておりません((注)２.をご参照ください)。

(注)１. 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項は次のとおりでありま

す。

資　産

①現金及び預金、②受取手形、③電子記録債権、④売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

⑤投資有価証券

投資有価証券である株式の時価については、取引所の価格によっておりま

す。

負　債

①支払手形、②買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

(注)２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、時価開示の対象としておりません。
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繰延税金資産

　退職給付引当金 138,794千円

　未払費用 102,049

　未払事業税 6,534

　その他 57,305

繰延税金資産小計 304,684

評価性引当額 △45,801

繰延税金資産合計 258,883

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 592,016

繰延税金負債合計 592,016

繰延税金負債の純額 333,133

法定実効税率 30.46％

 (調整)

評価性引当額 0.36％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.37％

住民税均等割 0.42％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.35％

その他 0.00％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.26％

退職給付引当金の期首残高 450,064千円

退職給付費用 36,110

退職給付の支払額 △30,514

退職給付引当金の期末残高 455,660

非積立型制度の退職給付債務 455,660

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 455,660

退職給付引当金 455,660

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 455,660

簡便法で計算した退職給付費用 36,110千円

７. 税効果会計に関する注記

(１)繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

(２)法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の内訳

８. 退職給付に関する注記

(１)採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度として退職一時金

制度を採用しております。

　なお、当社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費

用を計算しております。

(２)確定給付制度

①簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

②退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

③退職給付費用
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種 類 会 社 等 の 名 称

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取引金額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

その他の

関係会社

の子会社

森 紙 販 売 株 式 会 社

(王子ホールディングス

 株式会社の子会社)

(被所有)

直接 0.0

当社製品

の販売
板紙の販売 671,643

電子記録

債 権

売 掛 金

253,003

71,035

その他の

関係会社

の子会社

佐 賀 板 紙 株 式 会 社

(王子ホールディングス

株式会社の子会社)

なし
当社製品

の販売
板紙の販売 324,304 売 掛 金 128,543

その他の

関係会社

の子会社

王子コンテナー株式会社

(王子ホールディングス

 株式会社の子会社)

なし
当社製品

の販売

板紙及び美

粧段ボール

の販売

482,127 売 掛 金 214,024

種 類
会社等の名称

又 は 氏 名

議 決 権 等

の 所 有

( 被 所 有 )

割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者

と の 関 係
取引の内容

取 引 金 額

(千円)
科 目

期末残高

(千円)

役員 岡﨑　　彬
(被所有)

直接 0.6

当社の仕入先である

岡山ガス株式会社の

代表取締役会長

産業用ガス

購入取引等
719,992 未 払 金 71,936

(１)１株当たり純資産額 1,953円09銭

(２)１株当たり当期純利益 123円97銭

９. 関連当事者との取引に関する注記

(１)その他の関係会社の子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１. 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格

交渉の上で決定しております。

２. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

(２)役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)１. 「ガス需給に関する基本契約書」及び「ガス需給契約書」を締結して市場価格

で購入しております。

２. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

10. １株当たり情報に関する注記
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独立監査人の監査報告書
2021年７月７日

株式会社 岡 山 製 紙
　

取 締 役 会 　 御 中
　

ＰｗＣ京都監査法人
京都事務所

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 高　田　佳　和 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江　口　　　亮 ㊞

　

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社岡山製紙の2020年

６月１日から2021年５月31日までの第180期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類
等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

会計監査人の監査報告書　謄本
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・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起する
こと、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等
に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年６月１日から2021年５月31日までの第180期事業年度にお
ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のと
おり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号 ロ 及び ハ に掲げる事項に関す
る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①監査等委員会が定めた、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監査部門と

連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する
事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について検討
いたしました。

２. 監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＰｗＣ京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年７月７日

株式会社 岡山製紙　監査等委員会
　

常勤監査等委員 片 岡 　 　 誠 ㊞
監 査 等 委 員 田 井 　 廣 志 ㊞
監 査 等 委 員 岡 﨑 　 　 彬 ㊞
監 査 等 委 員 松 浦 　 孝 夫 ㊞

　　　(注)　監査等委員　田井廣志、岡﨑　彬　及び　松浦孝夫は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本

　以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件
期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、株主の皆様への利益還元と内部留保を総合的に勘案
し、次のとおりとさせていただきたく存じます。
１. 配当財産の種類

金銭といたします。
２. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式　　１株につき　金８円　　　　総額　39,843,232円
３. 剰余金の配当が効力を生じる日

2021年８月30日といたしたいと存じます。

候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

１

つ

津
がわ

川

 

　
こう

孝
た

太
ろう

郎

(1951年８月24日)

（再　任）

1975年11月 株式会社滝沢鉄工所入社

1988年４月 当社入社

1991年９月 当社製紙工場長

2007年８月 当社執行役員製紙工場長

2010年８月 当社取締役技術統括部長

2013年８月 当社代表取締役社長(現任)

30,200株

【取締役候補者とした理由】

　　当社取締役技術統括部長等を経て、2013年８月から取締役社長を務めており、
会社経営についての豊富な経験を有しております。この経験を活かし、取締役
として重要事項の決定及び経営執行の監督に十分な役割を果たしていただける
ものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

２

にし

西
はら

原

 

　
おさむ

修

(1951年12月21日)

（再　任）

1987年10月 本州製紙株式会社(現　王子ホール

ディングス株式会社)入社

2006年１月 王子板紙株式会社九州営業所長

2008年４月 同社西部営業所長

2010年４月 同社執行役員西部営業所長

2012年10月 王子マテリア株式会社常務執行役
員西部営業所長

2014年４月 当社入社

2014年８月 当社取締役営業統括部長補佐

2019年６月 当社取締役加工本部長

2020年８月 当社常務取締役加工本部長(現任)

17,200株

【取締役候補者とした理由】

　　2014年８月から当社取締役営業統括部長補佐を務め、板紙事業に関する豊富な
知識と経験を有しております。その経験を活かして美粧段ボールケース部門の
強化に実績を上げ、2019年６月からは加工本部長を務めております。さらなる
事業の拡大に貢献していただけるものと判断し、引き続き取締役としての選任
をお願いするものであります。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）４名全員は本総
会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役４名の選任をお願いいたし
たいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任
であると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 32 －



候補者

番 号

氏名

(生年月日)
略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

所有する当社

の 株 式 の 数

３

みや

宮
た

田

 

　
まさ

正
き

樹

(1965年７月31日)

（再　任）

1988年４月 当社入社
2016年６月 当社製紙工場長
2017年８月 当社執行役員製紙工場長
2019年６月 当社執行役員製紙本部長
2019年８月 当社取締役製紙本部長(現任)

5,500株

【取締役候補者とした理由】
　　2016年６月から当社製紙工場長、2017年８月から執行役員製紙工場長、2019年

６月から執行役員製紙本部長、2019年８月からは取締役製紙本部長を務めてお
り、板紙製造に関する豊富な知識と経験を有しております。さらなる事業の拡
大に貢献していただけるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願い
するものであります。

４

たか

髙
の

野

 

　
よし

佳
のり

典

(1965年11月17日)

（再　任）

1989年４月 神崎製紙株式会社(現　王子ホール
ディングス株式会社)入社

2012年７月 王子タック株式会社営業企画部長
2015年５月 同社尼崎工場長
2016年１月 王子イメージングメディア株式会

社神崎工場事務部長
2018年７月 同社総務人事企画部長
2019年５月 同社経営企画部長
2020年２月 当社管理本部長付部長
2020年８月 当社取締役管理本部長(現任)

2,100株

【取締役候補者とした理由】
　　大手製紙メーカーにおいて製紙業界及び組織運営に関する豊富な実績と経験を

有しております。2020年８月からは当社取締役管理本部長を務めており、さら
なる事業の拡大に貢献していただけるものと判断し、引き続き取締役としての
選任をお願いするものであります。

(注)１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社
との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、または
当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保
険契約により填補することとしております。ただし故意または重過失に起因して生
じた当該損害は填補されない等の免責事由があります。各候補者が取締役に就任し
た場合、各氏は当該保険契約の被保険者となります。なお、2021年８月に当該保険
契約を更新する予定です。

以　上
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（メ　モ）
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（メ　モ）
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(当日駐車場をご利用の方は、アークホテル岡山の駐車場

または100円パーキング下石井をご利用ください｡)

株主総会会場ご案内略図

岡山市北区下石井２丁目６番１号

アークホテル岡山　３階　牡丹の間

駐車場入口

出口

100円
パーキング
下石井

アークホテル岡山

至
大
阪

岡
　
山
　
駅全日空ホテル

駅前バスターミナル
タクシーのりば

山
陽
新
幹
線

高島屋

みずほ
銀行

ホテル
グランヴィア岡山

イオンモール岡山

メルパルク岡山

岡山シティ
ホテル桑田町

環太平洋
大学

住友生命
ビル

ラヴィール岡山

一方通行

入口

ア
パ
ホ
テ
ル岡

山
駅
東
口

●ＪＲ岡山駅より徒歩約７分


